
委 託 契 約 書 

 

 

下記の委託業務について、発注者 公益財団法人 金沢芸術創造財団 と受注者     

とは、この契約書のほか別紙の条項によって契約を締結し、信義を重んじ誠実にこれを履行

する｡ 

 

 

 １ 委託業務名   

 

 ２ 委 託 期 間  平成   年   月   日 から 

平成  年  月    日 まで 

 

 ３ 委 託 金 額          円 

          うち取引に係る消費税および地方消費税の額      円 

 

  「取引に係る消費税および地方消費税の額」は、委託金額に 108 分の８を乗じて得た額である。 

 

 ４ 契約保証金  免除 

 

 

 

この契約の証として、本契約書２通を作成し、発注者受注者双方記名押印のうえ、 

各自１通を保有するものとする。 

 

  平成  年  月  日 

 

 

     発注者 住所  金沢市柿木畠 1番 1号 

             公益財団法人 金沢芸術創造財団 

             理 事 長    宮本 伸一 

 

     受注者 住所 

         氏名 



（総則） 

第１条 発注者と受注者とは、標記の委託契約書（以下「契約書」という。）に記載の委託業

務（以下「委託業務」という。）に関し、契約書に定めるもののほか、この約款に基づき、

これを履行しなければならない。 

 

（委託業務の執行） 

第２条  委託業務の内容は、別に渡す仕様書のとおりとし、受注者は、常に善良な管理者の

注意をもって実施するものとする。 

２  受注者は、発注者が委託業務の仕様書に定めるもののほか、関連する事項については、

その都度協議する。 

 

（一括再委託の禁止） 

第２条の２ 受注者は、業務の全部若しくはその主たる部分を一括して第三者に委託し、又

は請け負わせてはならない。 

 

（下請契約等の締結及び通知） 

第３条 発注者は、受注者に対して、下請負人の商号又は名称その他必要な事項の通知を請

求することができる。 

２  受注者は、委託業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせようとするときは、建設

工事標準下請契約約款に準ずる内容を有する書面をもって契約を締結するように努めな

ければならない。 

３ 受注者は、下請契約を締結する場合には、当該契約の相手方を金沢市内に本店を有する

者の中から選定するよう努めなければならない。 

４ 受注者は、材料に係る納入契約を締結する場合には、当該契約の相手方は金沢市内に本

店を有する者の中から選定するよう努めるとともに、調達する材料は金沢市産とするよう

努めなければならない。 

 

（現場責任者） 

第４条  受注者は、本契約業務の中、次の事項について受注者を代理して受注者の従業員を

直接指揮命令する現場責任者を選任し、現場責任者選任届を発注者に提出しなければなら

ない。 

(１)  受注者の従業員の指揮監督および業務処理 

(２)  本契約業務履行に関する発注者との業務連絡および調整 

(３)  発注者からの仕様書に基づく注文事項の受任および仕様書の特別発注事項の承諾 

(４)  その他本契約の目的達成に必要な事項 

２  発注者は本契約業務の履行に関する受注者としての注文、指示等は受注者の選任した現

場責任者に対して行うものとする。 

 

（法令上の責任） 

第５条  受注者は、本業務処理にあたる受注者の従業員に対する雇用者および使用者として、

労働関係法令によるすべての責任を負うものとする。 

 



（規律維持） 

第６条 受注者は、本業務処理に従事する従業員の教育指導に万全を期し、風紀、衛生およ

び作業規律の維持に責任を負うものとする。 

２  受注者は、受注者の定める制服を着用させ氏名を明示し、受注者の従業員であることを

明確にするものとする。 

 

（委託業務結果報告書） 

第７条 受注者は、次条第２項に定める場合にあっては別表に掲げる期間ごとに、それ以外

の場合にあっては契約期間の終了時に委託業務の執行の結果を記載した報告書（以下「委

託業務結果報告書」という。）を発注者に提出しなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定により委託業務結果報告書の提出を受けたときは、これを審査し、

適当と認めたときは、受理するものとする。 

 

（委託料の支払い） 

第８条 発注者は、前条第２項の規定による委託業務結果報告書に添えて請求書を受理した

ときは、その日から31日以内に請求された委託料を受注者に支払わなければならない。 

２ 委託料を月額または回数に分けて支払う場合は、別表のとおりとする。 

 

（委託料の減額） 

第９条 発注者は、受注者が委託業務の一部を執行しなかったときは、受注者と協議のうえ、

委託料の一部を減額することができる。 

 

（権利義務の譲渡禁止） 

第10条  受注者は、この契約によって生ずる権利または義務を第三者に譲渡することはでき

ない。 

 

（契約の解除） 

第11条  発注者は、次の各号の一に該当するときは、この契約を解除することができる。 

(１) 受注者の責に帰すべき事由により履行期限内又は履行期限後相当の期間内に契約

を履行する見込みがないと明らかに認められるとき。 

(２) 受注者が契約書およびこの約款の条項に違反したとき。 

(３) 受注者が発注者の承諾なしに、この契約によって生じた権利又は義務を第三者に委

託し、又は請け負わせ、若しくは譲渡したとき。 

(４) 受注者が金沢市契約規則（平成15年規則第１号）第43条第１項第４号から第７号に

規定する談合その他不正行為のいずれかに該当したとき。 

(５) 受注者が正当な事由がなく着手すべき時期を過ぎても着手しないとき。 

(６) 委託業務の執行が著しく困難になったことその他やむを得ないと認められる事由 

によって、受注者がこの契約の解除を申し入れたとき。 

（７）  受注者が次のいずれかに該当するとき。 

ア 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合にはその役員

又はその支店若しくは契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。） 

が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。以下「暴力



団対策法」という。） 第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団

員」という。） であると認められるとき。 

イ 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この号において同じ。） 

又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える

目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接

的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められると

き。 

オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められ

るとき。 

カ 再委託契約その他の契約にあたり、その相手方がアからオまでのいずれかに該当するこ

とを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

キ 受注者が、アからオまでのいずれかに該当する者を再委託契約その他の契約の相手方と

していた場合（カに該当する場合を除く。） に、発注者が受注者に対して当該契約の解

除を求め、受注者がこれに従わなかったとき。 

２ 受注者は、第１項の規定によりこの契約を解除されたときは、発注者に対してその損害の賠

償を求めることはできない。 

 

(契約が解除された場合の違約金） 

第 11条の２ 次の各号のいずれかに該当する場合においては、受注者は、契約金額の 100 分の

10 に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

（１） 前条の規定によりこの契約が解除された場合 

（２） 受注者がその債務の履行を拒否し、又は受注者の責めに帰すべき事由によって受注者の

債務について履行不能となった場合 

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合とみなす。 

（１） 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成 16 年法律第

75 号）の規定により選任された破産管財人 

（２） 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成 14 年法

律第 154 号）の規定により選任された管財人 

（３）受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成 11年法律

第 225 号）の規定により選任された再生債務者等 

３ 発注者は、第１項の規定により違約金を徴収する場合において、受注者が契約保証金の納付

又はこれに代わる担保を提供しているときは、当該契約保証金又は担保をもって当該違約金に

充当することができる。ただし、当該担保が金沢市契約規則(平成 15 年規則第１号)第 31 条に

おいて読み替えて準用する金沢市契約規則第５条第１項第６号に掲げるものである場合にあっ

ては、第６条第７号の規定により契約が解除された場合を除く。 

 

（損害賠償） 

第12条 受注者は、委託業務の執行によって発注者の建物および設備等に損害を与えたとき

は、発注者に対してその損害を賠償しなければならない。 

 



（第三者に対する損害賠償） 

第13条 受注者は、委託業務の執行によって第三者に損害を与えたときは、一切自己の責任

においてこれを解決しなければならない。 

 

（談合等不正行為の場合の損害賠償） 

第14条 発注者は、受注者が金沢市契約規則第43条第１項第４号から第７号までのいずれか

に該当したときは、契約の解除の有無にかかわらず、契約金額の100分の20に相当する損

害賠償金を徴収する。ただし、次の各号に該当する場合は、この限りではない。 

(１) 受注者が金沢市契約規則第43条第１項第４号から第６号までのいずれかに該当する

場合で、この契約に関し、公正取引委員会が受注者に違反行為があったとして私的独占

の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号。以下「独占禁止法」と

いう。）第49条に規定する排除措置命令又は独占禁止法第62条第１項に規定する納付命令

の対象となる行為が不公正な取引方法（昭和57年公正取引委員会告示第15号）第６項に

規定する不当廉売であるときその他発注者が特に認めるとき。 

 

(２) 受注者（受注者が法人の場合にあっては、その役員又は使用人）が金沢市契約規則

第43条第１項第７号の規定に該当する場合で、当該受注者に対する刑の確定が刑法第

198条の規定によるものであるとき。 

２ 発注者は、受注者が金沢市契約規則第43条第１項第７号に該当し、かつ、次の各号のい

ずれかに該当するときは、契約の解除の有無にかかわらず、損害賠償金として、前項に規

定する額のほかに、契約金額の100分の５に相当する額を徴収する。 

(１) 金沢市契約規則第43条第１項第４号に規定する確定した納付命令について、私的独 

占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号。以下「独占禁止法」 

という。）第７条の２第７項の規定の適用があるとき。 

(２) 金沢市契約規則第43条第１項第７号に規定する刑に係る確定判決において、受注者

が違法行為の首謀者であることが明らかになったとき。 

(３) 独占禁止法等に抵触する行為を行っていない旨の誓約書を、発注者に提出している

とき。 

３ 前２項の規定は、この契約の履行が完了した後においても適用するものとする。 

 

（個人情報の保護） 

第15条 受注者は、個人情報(金沢市情報公開及び個人情報保護に関する条例(平成３年条例

第２号)第２条第２号に規定する個人情報をいう。)の保護の重要性を認識し、この契約に

よる業務の実施に当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取

り扱いを適正に行わなければならない。 

２ 受注者は、この契約による業務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知ら

せ、又は不当な目的に利用してはならない。この契約が終了し、又は解除された後におい

ても同様とする。 

３ 受注者は、この契約による業務に従事している者に対して、在職中及び退職後において

も、この契約による業務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は

不当な目的に利用してはならないことその他個人情報の保護に関し必要な事項を周知す

るものとする。 



４ 受注者は、この契約による業務を行うため個人情報を収集するときは、その業務の目的

の達成に必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。 

５ 受注者は、この契約による業務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失又はき損の防

止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

６ 受注者は、あらかじめ発注者の書面による指示又は承認があるときを除き、この契約に

よる業務に関して知り得た個人情報を契約の目的外の目的のために自ら利用し、又は第三

者に提供してはならない。 

７ 受注者は、あらかじめ発注者の書面による承認があるときを除き、この契約による業務

を処理するために発注者から提供を受けた個人情報が記録された資料等を複写し、又は複

製してはならない。 

８ 受注者は、あらかじめ発注者の書面による承認があるときを除き、この契約による業務

を処理するための個人情報の取り扱いを第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。 

９ 受注者は、発注者の承認により、この契約による業務を処理するための個人情報の取り

扱いを第三者に委託し、又は請け負わせる場合には、発注者が受注者に求めた個人情報の

保護に関し必要な措置と同様の措置を、当該第三者に書面により求めるものとする。 

10 受注者は、この契約による業務を処理するために発注者から提供を受け、又は自ら収集

し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等は、業務完了（業務中止及び業務廃止

を含む。）後直ちに発注者に返却し、又は引き渡すものとする。ただし、発注者が書面に

より別に指示したときは、その指示に従うものとする。 

11 受注者は、この契約に違反する事態が生じ、又は生じるおそれがあることを知ったとき

は、速やかに発注者に報告し、発注者の指示に従うものとする。 

12 発注者は、受注者がこの契約による業務を処理するために取り扱っている個人情報の管

理状況について、随時、実地に調査できるものとする。 

13 発注者は、受注者がこの契約による業務を処理するために取り扱っている個人情報につ

いて、その取り扱いが不適当と認められるときは、受注者に対して必要な指示を行うこと

ができる。 

 

（秘密の保持） 

第16条 受注者は、この委託業務の執行により知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。 

 

（規定の適用） 

第17条 この契約に定めるもののほか、金沢市契約規則および金沢市財務規則（昭和39年規

則第３号）の定めるところによる。 

 

（疑義の決定） 

第18条 この契約に関し疑義が生じたときは、発注者受注者協議のうえ定めるものとする。 

 

 

 

 

 

 



 

別表 

委託業務執行月 委託料支払日 支払額 

平成 30 年 ５月分 平成 30 年 ６月末日  

平成 30 年 ６月分 平成 30 年 ７月末日  

平成 30 年 ７月分 平成 30 年 ８月末日  

平成 30 年 ８月分 平成 30 年 ９月末日  

平成 30 年 ９月分 平成 30 年 10 月末日  

平成 30 年 10 月分 平成 30 年 11 月末日  

平成 30 年 11 月分 平成 30 年 12 月末日  

平成 30 年 12 月分 平成 31 年 １月末日  

平成 31 年 １月分 平成 31 年 ２月末日  

平成 31 年 ２月分 平成 31 年 ３月末日  

平成 31 年 ３月分 平成 31 年 ４月末日  

 

 


